
 
 

東大阪市合理的配慮提供支援助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号。

以下「法」という。）第５条に規定する環境の整備に要する費用の一部を事業者に助成するとと

もに、事業者が障害についての理解を深めるための措置を講ずることにより、法第８条第２項に

規定する事業者に求められる合理的配慮の提供を容易に行うことができるよう支援し、障害を理

由とする差別の解消を推進することを目的とする。 

 

（補助金等交付規則との関係） 

第２条 助成金の交付については、この要綱に定めるもののほか東大阪市補助金等交付規則（平成

元年東大阪市規則第１３号）の定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において、使用する用語の定義は、特別の定めのある場合を除くほか、法に規定

する用語の例によるものとする。 

 

（対象事業） 

第４条 助成金の交付対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、法第５条に規定する環境

の整備を行う事業であって、市長が適当と認めるものとする。 

 

（対象者） 

第５条 助成金の交付対象者は、東大阪市において飲食、物販、医療等の不特定多数の者が利用し、

障害者の利用が見込まれる事業を行う事業者、又はその他市長が必要と認める事業者とする。た

だし、次の各号のいずれかに該当するもの（以下「暴力団員等」という。）は対象外とする。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団及び同法第２条第６号に規定する暴力団員 

（２）東大阪市暴力団排除条例（平成２４年東大阪市条例第２号）第２条第３号又は大阪府暴力

団排除条例（平成２２年大阪府条例第５８号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者 

 

（助成対象経費） 

第６条 助成対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、別表に掲げる経費のうち、国、都

道府県その他各種団体（市を含む。）が実施する補助事業により補助等の対象となっている経費

以外の経費で市長が適当と認めるものとする。 

２ 前項において、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）に基づく建築物移動等円滑化基準への適合が義務付けられている建築物においては、別

表のうち備品購入費及び工事施工費の一部について、助成対象としない。 

 

 

 



 
 

（助成対象外経費） 

第７条 対象経費のうち、次の経費は補助対象外経費とし、総事業費から控除とする。 

（１）物品等購入にかかる消費税及び地方税法（免税事業者は除く） 

 

（助成額） 

第８条 対象経費は次の各号に定めるものとし、対象経費の１００分の５０の額とする。 

（１）備品購入費 

（２）工事施工費 

２ 助成金の額は、予算の範囲内において、別表の基準額を上限として算定された金額とする。 

３ 前項の規定により算出した額の合計額に１,０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。 

 

 

（助成事業の認定条件） 

第９条 市長は、助成事業の認定をする場合においては、次に掲げる条件を付するものとする。 

（１）助成事業の実施にあたり、必要となる障害についての正確な理解を得るため市が指定する

研修を受講し、修了した旨が分かる書面等を提出すること。又はこれと同等と市長が認め

る書面等を提出すること。 

（２）助成事業に要する経費の変更（市長の定める軽微な変更を除く。）をする場合においては、

市長の承認を受けること。 

（３）助成事業の内容の変更(市長の定める軽微な変更を除く。)をする場合においては、市長の

承認を受けること。 

（４）助成事業が予定の期間内に完了しない場合または助成事業の遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、市長は、助成事業の目的を達成するため必要があると認めると

きは、助成事業に要する経費の使用方法に関する事項等について必要な条件を付するものとする。 

 

（交付申請） 

第１０条 助成金の認定を受けようとする者は、「東大阪市合理的配慮提供支援助成金交付申請書

（様式第１号）」に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

（１）対象経費が備品購入費である場合 次に掲げる書類 

ア.備品内訳書（様式第２号） 

イ.対象経費の見積書の写し 

ウ.対象経費の内容がわかるカタログ等又は仕様書の写し 

エ.設置予定場所の写真 

オ.委任状（様式第３号）※必要がある場合のみ 

カ.その他市長が必要と認める書類 

（２）対象経費が工事施工費である場合 次に掲げる書類 

   ア.工事計画書（様式第２号の２） 



 
 

   イ.対象経費の見積書の写し 

   ウ.工事図面の写し 

   エ.工事予定場所の写真 

オ.委任状（様式第３号）※必要がある場合のみ 

カ. その他市長が必要と認める書類 

 

（交付決定及び不交付） 

第１１条 市長は、前条の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査するとともに、必要に応

じて現地を調査し、前条に規定する交付申請の内容を審査し、助成金を交付することが適正と認

めたときは、「東大阪市合理的配慮提供支援助成金交付決定通知書（様式第４号）」により、申

請者に助成金の交付決定を通知するものとする。 

２ 前項の規定による審査の結果、助成金の交付が適当でない場合は、「東大阪市合理的配慮提供

支援助成金不交付決定通知書（様式第５号）」により、申請者に通知するものとする。 

 

（変更申請） 

第１２条 前条の規定により助成金を交付する旨の通知を受けた対象者（以下「助成決定者」とい

う。）は、申請内容に変更が生じた場合には、東大阪市合理的配慮提供支援助成金変更交付申請

書（様式第６号）に、市長が必要と認める書類を添えて提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を受けたときは、その内容を審査し、変更の可否を決定し、東大阪市合理

的配慮提供支援助成金変更交付決定通知書（様式第７号）及び、東大阪市合理的配慮提供支援助

成金変更不交付決定通知書（様式第８号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

 

（完了の報告） 

第１３条 助成決定者（前項第２項の規定により変更の決定を受けた助成決定者を含む。）は、備

品を購入し、又は工事を完了した後３０日以内に、完了報告書（様式第９号）を次に掲げる資料

を添えて市長に報告しなければならない。 

（１）対象経費が備品購入費である場合 次に掲げる書類 

ア.領収書の写し 

イ.備品設置写真 

ウ.その他市長が必要と認める書類 

（２）対象経費が工事施工費である場合 次に掲げる書類 

   ア.領収書の写し（※但し、受領委任払いを申請する場合、領収書の写しは不要） 

   イ.工事契約書の写し 

   ウ.工事内訳書の写し 

   エ.工事完了写真 

   オ.その他市長が必要と認める書類 

 

（助成金の額の確定及び交付） 

第１４条 市長は前条の報告を受けた場合において、当該報告書等の審査及び必要に応じて行う実

地調査等により、適当と認めたときは、助成金の額を確定し、東大阪市合理的配慮提供支援助成



 
 

金額決定通知書（様式第１０号）により、当該報告を行った助成決定者に通知するものとする。 

２ 前項通知を受けた助成決定者は、速やかに東大阪市合理的配慮提供支援助成金請求書（様式第

１１号）（以下「請求書」という。）により、市長に助成金を請求するものとする。 

３ 市長は、前項の請求を受けたときは、当該請求を行った助成決定者に助成金を交付するものと

する。 

 

（助成金の受領委任） 

第１５条 助成決定者が、当該助成金を備品の販売業者又は工事の施工業者に受領させることを希

望した場合において、市長が適当と認めるときは、市長は、当該販売業者又は当該施工業者に助

成金を交付することができる。 

２ 前項に規定する助成金の交付の方法を希望する助成決定者は、請求書に代えて、東大阪市合理的

配慮提供支援助成金請求書兼受領委任払い申請書（様式第１２号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 

（助成金の交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定を取り

消すものとする。 

（１） 偽りその他の不正行為により助成金の交付決定を受けたとき 

（２） 助成金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき 

（３） その他市長が取消しを必要と認めるとき 

 

（助成金の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消したい場合において、当該取消し

に係る助成金が既に交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１８条 市長は、前条の規定により補助金の返還を命ずるときの返却期限を当該命令日から２０

日以内とし、その命令に係る補助金を補助事業者が受領した日から返還金納付日までの日数に応

じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除

した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を納付させるものとする。 

２ 市長は、補助金の返還を命じ、これが納期日までに納付されなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納金の額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した

延滞金を納付させるものとする。 

３ 前２項における加算金及び延滞金の端数計算等については、東大阪市延滞金徴収条例（昭和４

３年東大阪市条例第１号）第２条の規定の例による。 

４ 市長は、第１項及び第２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金

又は延滞金の全部又は一部を課さないことができる。 

 

（細則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 



 
 

 

 附則 

 この要綱は令和８年６月１日から実施する。 

  



 
 

（別表）基準額等について 

対象経費 摘要 助成率 助成限度額 

（１）備品購入費 合理的配慮が容易に提供できるようにする

ための備品の購入に要する費用 

（例）筆談ボード、音声拡張器、折り畳み式

スロープ、視覚障害者誘導用シート、杖ホル

ダー、滑り止めマット、ローカウンター、高

さ可動式テーブル 等 

対 象 経 費

の １ ０ ０

分５０ 

５０，０００円 

（２）工事施工費 合理的配慮が容易に提供できるようにする

ための工事の施工に要する経費 

（例）スロープ、手すり、車椅子昇降機、多

機能トイレ、スライド式ドア 等 

対 象 経 費

の １ ０ ０

分５０ 

１００，０００円 

 

※備考 

１ 対象経費に消費税額が含まれる場合、補助対象外経費として補助金額を算出する。 

２ 備品購入費及び工事施工費の一部について、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律に基づく建築物移動等円滑化基準への適合が義務付けられている建築物において

は、助成対象としない。また、工事施工費は合理的配慮の提供を目的とした設置・改修に限

る。建築物の新築・増築・改築に伴う施行工事費については助成対象としない。 

３ 対象経費が次の経費に該当する場合は助成の対象外とする。 

（１） 政治・宗教活動に係る経費 

（２） その他、公序良俗に反する等、社会通念上助成することが好ましくないと思われる経

費 

 

 


